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連 絡 先 2380

施 策 の 内 容

施 策 の 目 標

地域の保健・福祉分野の行政に必要な機能を確保する。

施 策 名 保健福祉施策の推進（総括）
予 算 施 策
コ ー ド

ｈｆ01

担 当 部 局 名 保健福祉部 社会福祉医療局 保健福祉課 評 価 責 任 者 課長　　髙橋　紀久

こ れ ま で の 取 組 み

　地域の保健･福祉行政を効果的に推進するため､県と市町で役割を分担し､住民に身近で利用頻度の高い保健･福祉サービスは市町が担うとともに､県保健所は､地域の広域的･専門的か
つ技術的な拠点としての機能を担うこととし､このために必要な人材育成､組織づくり､情報収集分析､関係機関（団体）等との連携確保等を行ってきた｡
　また､近年の少子高齢化等の社会状況の変化により､保健と福祉の連携の必要性がますます高まってきたこと､市町村合併が進んだこと､人員や機能の集約による業務の効率化､その結果
としてサービス向上の余地が生ずることから､新たな時代の地方行政組織について検討を行った。
　20年度からの地方局の再編に伴い、旧今治、八幡浜地方局の地域福祉課を廃止し八幡浜支局に福祉室を設置する一方、保健所については検査機能を西条、中予、宇和島の3保健所
に集約、29年度には、中予保健所の検査機能を衛生環境研究所に統合するなど、県民の利便性の低下を招かないよう留意しつつ業務の効率化を図った。
　なお、保健所で実施してきた一般クリニックについては、民間医療・検診施設での代替が可能であるため、21年度末をもって廃止した。
　また、令和元年度末からの新型コロナの感染防止対策においては、保健所は積極的疫学調査、患者等の健康観察などにおいて中核的な役割を担っており、今後もその役割が重要視さ
れている。

成果指標名（目標の達成度合いを示す指標）

地方局福祉部門の職員数 1保健所当たり専門職人数

選 択 理 由 　地域福祉サービスの強化、効率化の状況が分かり、福祉施策推進の度合いが把握でき
る。

選 択 理 由 　保健所機能の強化の状況が分かり、機能確保の度合いが把握できる。

成果と指標
の関係 中

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ) フロー

指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ) ＋

算 定 方 法 地方局地域福祉課の職員数 算 定 方 法 県設置保健所技術職人数／県設置保健所数

成果と指標
の関係 中

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ) フロー

指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ) ＋

様式１



2
　県の関与の必要性

　成果指標A

　成果指標B

指　標　・　事　業　費 ・ 人 件 費　の　推　移

区分
成果指標A 成果指標B 事業費（予算） 事業費

（決算）
人件費

計画 実績 達成率 県費
単　位 人 ％ 人 ％ 千　円

計画 実績 達成率 予算計 国費 その他

34 97.1% 52,256 8,869

56,187 12,669

5,221 38,166 38,487 21,654
3年度 67 66 98.5% 35 33 19,36094.3% 50,455 6,435 5,241 38,779 37,429

2年度 67 67 100.0% 35

5,265 38,253 36,603 15,5294年度 66 63 95.5% 33 34 103.0%

施 策 の 評 価

説
　
明

　市長が実施する住民に身近な保健福祉サービスについて専門的立場から援助することを成し得るのは、地域の広域的・専門的機能を有する県だけであり、そのため
の機能確保に必要な人材育成、組織づくり、維持管理、情報収集分析、関係機関（団体）等との連携確保等もまた、県にしか行うことができない。
　特に、令和元年度末からの新型コロナの感染防止対策等において、県保健所は地域住民の健康を守る中核的存在としての機能を発揮しており、今後も機能・体制
強化等に取り組む必要がある。

高い

説
　
明

　保健所と地方局福祉部門の統合による保健と福祉の連携の強化、企画力の向上、人員や機能の集約による業務の効率化、その結果としてサービス向上等により、
ある程度成果は向上していくものと思われる。

成果
動向 横這い

成果向上
余地 成果向上が可能

説
　
明

　地方局福祉部門は、地域の広域的・専門的な福祉の拠点として住民に身近な福祉サービスについて市長と連携して推進する組織であり、人員増には様々な制約が
あるものの、今後も業務の多様化、複雑化に伴い職員数の増加が望まれる。

成果
動向 横這い

成果向上
余地 成果向上が可能

大幅な成果向上が可能
参考：構成事務事業の評価

の平均値
成果動向 1.50 横這い

成果向
上余地 2.00



４－１　事務事業管理シート（評価対象事業）

1 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 55 55 55 事業費計 3,368 3,335 3,404 2,970

実績 54 53 46.7 国費

達成率 98.18% 96.36% 84.91% その他 5,221 5,241 5,265 4,761

単位 計画 35 35 35 県費 -1,853 -1,906 -1,861 -1,791

実績 0 35 35 事業費計 953 953 1,457

達成率 0.00% 100.00% 100.00% 国費 方向１

単位 計画 1400 1400 1400 その他 3,184 3,726 3,691 方向２

実績 924 723 581 県費 -2,231 -2,773 -2,234 方向３

達成率 66.00% 51.64% 41.50% 人役 2.1 2.1 2.1

人件費 14,209 12,705 12,540 地域保健保健師研修等については、地域の保健師が一堂に会し学びあう場は
他にないため、継続を希望する声も大きく、今後も事業継続する予定である。実施

期間

始期 終期 事業の概要

S53
予定・見込
があれば記

入

地域保健法等に基づく地域保健対策を図るため、市町及び保健所等の保健師に対する業務指導及び支援等を行う。
また、愛媛大学等看護学生の地域看護学実習に対する実習指導を行う。

活動 ＋ ﾌﾛｰ
地域保健保健師研修会の参加
状況（受講者延人数）

人

ﾌﾛｰ
地域看護学実習生受入れ数
（愛媛大学医学部看護学科実
習生数）

人
決
算

見
直
し
方
向
性

新型コロナウイルス感染症の影響により、コロナ対応業務優先であったため、参
加人数が減少した。
研修内容としては、各地域における課題等を反映したテーマを各保健所毎に研
修内容に取り入れ、地域保健活動に役立つ内容となっている。また、地域ケア
ネットワークの構築にも有効である。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
地域保健保健師研修会参加率
（各保健所実施研修会の平均
参加率）

%

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

保健師等指導事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

予算施策名 ｈｆ01 保健福祉施策の推進（総括）



４－２　事務事業管理シート（評価対象外事業） ｈｆ01

1 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 2,982 2,912 2,842 3,343 事業費計 2,803 2,776 2,676

国費 国費

その他 その他

県費 2,982 2,912 2,842 3,343 県費 2,803 2,776 2,676

0.1 0.1 0.1

677 605 598

2 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 26,210 26,496 26,638 30,400 事業費計 25,244 25,496 25,904

国費 国費

その他 その他

県費 26,210 26,496 26,638 30,400 県費 25,244 25,496 25,904

0.1 0.1 0.1

677 605 598

3 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 1,536 1,545 4,013 0 事業費計 200 836 0

国費 1,536 1,545 4,013 国費 200 836

その他 その他

県費 県費

0.3 0.3

2,030 1,815人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

算定方法をすべて国が規定しており、
裁量の余地がないため。

人役

社会福祉統計事務費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

保守点検・光熱水費等であり、内部管理費であ
るため。

人役

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

保守点検・光熱水費等であり、内部管理費であ
るため。

人役

保健所維持管理費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

予算施策名 保健福祉施策の推進（総括）

福祉関係事務所維持管理費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費



4 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 9,526 9,976 9,333 9,875 事業費計 5,041 5,173 6,209

国費 国費

その他 その他

県費 9,526 9,976 9,333 9,875 県費 5,041 5,173 6,209

0.1 0.1 0.1

677 605 598

5 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 7,573 5,130 8,896 0 事業費計 4,057 3,085 0

国費 7,333 4,890 8,656 国費 3,837 2,975

その他 その他

県費 240 240 240 県費 220 110

0.3 0.3

2,030 1,815

6 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 1,061 1,061 1,061 1,061 事業費計 189 63 357

国費 国費

その他 その他

県費 1,061 1,061 1,061 1,061 県費 189 63 357

0.2 0.2 0.2

1,354 1,210 1,195人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

会議に係る経費であり、政策的な判断を伴わな
いため。

人役

各種審議会費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

算定方法をすべて国が規定しており、
裁量の余地がないため。

人役

衛生統計調査事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

6保健所の運営に要する内部管理費であるた
め。

人役

保健所運営事務費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）




